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令和６年能登半島地震
液状化被害の分布と特徴

マルチハザードリスク評価研究部⾨
先名重樹

令和5年度 第4回災害レジリエンス共創研究会（令和6年3⽉5⽇）



2

液状化調査の⽬的
＜⽬的＞
液状化の「発⽣地点」の情報を可能な限り収集し、その場所の地盤・地形情
報と、推定される揺れの強さ（震度等）との関係を検討し、液状化発⽣確率
の⾼度化の検討を⾏い、液状化発⽣の即時推定に関する研究を実施するため。
※収集・整理したデータは、JSHIS（Labs）にて公表

＜J‐SHIS(Labs)＞

例：東北地⽅太平洋沖地震時の液状化発⽣地点（２５０ｍメッシュ）

能登半島地震で準リアルタイムで
予測された液状化発⽣確率

液状化発⽣率研究
（先名・他(2021)）

埋⽴地 砂丘（低地）等

旧河道・⼲拓地等

４ ５弱 ５強 ６弱 6強 ７

震度

防災クロスビュー:
液状化発⽣確率推定
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＜調査⼿順＞
１．⾃治体の地震被害情報やWEB（SNS等）の情報を収集

２．液状化しやすい地形区分と過去の液状化履歴の情報の整理

３．航空写真（主に国⼟地理院公開情報）の整理

４．1〜３の情報をもとに現地調査（写真撮影）の実施と液状
化地点・範囲の確定作業

液状化調査の調査の⽇程と⼿順等
＜調査⽇程（１２⽇間）＞
第１回：令和６年１⽉ ６⽇〜 ９⽇（福井・⽯川（加賀）・富⼭・新潟）
第２回：令和６年１⽉１８⽇〜２０⽇（⽯川（能登南部）・富⼭・新潟）
第３回：令和６年２⽉ ２⽇〜 ４⽇（⽯川（輪島市・⽳⽔町）・富⼭）
第４回：令和６年２⽉ ８⽇〜１０⽇（⽯川（珠洲市・能都町））

＜液状化の判定⽅法＞
・噴砂・噴⽔が確認されたもの。これらを伴わない沈下・陥没などの地盤変状は除外
※マンホールや下⽔等の管渠の埋戻し⼟など局所的な⼈⼯改変地盤は除く
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航空写真画像

出展：令和6年(2024年)能登半島地震に関する情報 | 国⼟地理院 (gsi.go.jp)

輪島市⾨前町 七尾市港湾部

噴砂
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液状化現象と発⽣要因

⼀般的には、既往の研究成果等により、以下の条件で液状化が
発⽣しやすくなるものと考えられている。
① 地下⽔位が⾼い（⽔位が地表に近い）
② 砂地盤（特に砂の粒形が均⼀であること）
③ 震度５強（最⼤加速度150gal、最⼤速度15cm/s）程度以上
①・➁は地形と相関あり。埋⽴地・⼲拓地・旧河道（旧池沼）・
砂丘（低地部）等の、砂が多い地形・地盤に多く⾒られる条件。

液状化現象とは
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液状化範囲（現地調査済み）
液状化地点（現地調査済み）

液状化地点分布図（令和６年２⽉２９⽇時点）

⽯川・富⼭・新潟・福井県の４県で
液状化現象を確認

M7.6（震源深さ16km）

１７０ｋｍ

１８０ｋｍ

福井県坂井市（福井港）

新潟市
中央区

４県３２市町村で確認
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液状化発⽣率と地点分布図の⽐較

液状化発⽣率と概ね調和的な結果

先名・他（２０２１））
地震工学会論文集）

防災クロスビュー:
⾯的推定震度分布

J‐SHIS微地形区分

液状化発⽣地点・範囲

液状化発⽣率（先名・他(2021)）

推定震度４〜５弱でも液状化が発⽣

液状化範囲
液状化地点
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⽯川県（⾦沢・内灘・かほく地区）
かほく市七窪

⾦沢市粟崎

内灘町宮坂

内灘町鶴ケ崎

液状化範囲
液状化地点
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⽯川県（⾦沢・内灘・かほく地区）

液状化範囲
液状化地点

1891年濃尾地震（M8.0）
1799年⾦沢地震（M6.0）

※データは以下の⽂献による
若松加寿江（著）
「⽇本の液状化履歴マップ７４５−２００８」
東京⼤学出版会

過去の地震による液状化履歴
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新潟県（新潟市）
⻄区⼤野

⻄区⻘⼭・寺尾・⼤野

江南区天野

⻄区ときめき・善久・⼭⽥

⻄区⼩新⻄・流通

中央区川岸

⻄区寺尾東

液状化範囲
液状化地点
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新潟県（新潟市）

１９６４年新潟地震液状化範囲

液状化範囲
液状化地点

※データは以下の⽂献による
若松加寿江（著）
「⽇本の液状化履歴マップ７４５−２００８」
東京⼤学出版会
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海 川などの⽔域

砂丘

地下⽔位

砂・硬い
（緩斜⾯が⽐較的少ない）

砂・軟らかい
（緩斜⾯も出来やすい）

季節⾵

砂丘後背低地の液状化メカニズム

道路
道路

砂丘は陸域（河川等）から海域
に流れ込んだ砂が沿岸流で海岸
部に運ばれ、季節⾵によって内
陸に運ばれ堆積する。⽇本海側
に砂丘が多い。

開⼝⻲裂

側⽅流動
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砂丘後背低地の液状化メカニズム

側⽅流動により、砂丘側
から低地側に⼟砂が流動

⽯川県内灘町⻄荒屋地区 開⼝⻲裂（⻄荒屋⼩学校グラウンド）

約100m

側⽅流動前線（県道８号）
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液状化地点（250mメッシュ：県・市町村集計）
２５０ｍメッシュ単位

（１地点でも液状化があればカウント）

⾦沢市
富⼭市

新潟市

七尾市

内灘町

かほく市

宝達志⽔町

⽻咋市

志賀町

輪島市

能都町

珠洲市

⽳⽔町

氷⾒市

⾼岡市

射⽔市

津幡町

中能登町

＜市町村別＞
七尾市：３４３メッシュ
珠洲市：２１３メッシュ
新潟市：１５３メッシュ
輪島市：１３４メッシュ

注：2⽉29⽇現在

※微地形区分で⾊付けしたメッシュ図

県 メッシュ数（県）
⽯川 1206
富⼭ 289
新潟 214
福井 15
合計 1724
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令和６年能登半島地震

埋⽴地

砂丘

砂州・砂礫州
三⾓州・海岸低地

埋⽴地（海岸部）、砂丘／砂州・
砂礫州が多い。⼲拓地および三⾓
州・海岸低地と合わせると、この
５つの微地形区分で液状化の約７
５％が発⽣している。

⼲拓地

液状化地点（250mメッシュ：微地形区分割合）

平成２３年東北地⽅太平洋沖地震

平成２８年熊本地震

三⾓州・海岸低地

埋⽴地

⼲拓地

後背湿地

扇状地

⽕⼭灰台地

１７２４メッシュ（２⽉２９⽇現在）

１８９０メッシュ

８６８０メッシュ

⾃然堤防
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液状化地点と震度の関係
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・震源断層が海域であり、震度が大きくなる
震源近傍の陸地が少なく、また、能登半島は
山地が多く液状化を発生させやすい低地が少
ないため、液状化メッシュ数は多くない。
・震度６弱以上の範囲の９０％以上は能登地
域（５強以下の液状化発生地点の大部分は能
登半島以外）

防災クロスビュー:
⾯的推定震度分布
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近年の地震の推定震度と液状化発⽣の関係
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・能登半島地震では熊本地震よりも５弱・５強の割合が多い。特に５弱では顕著である。
・能登半島地震では震度５弱の領域に液状化しやすい地盤（砂丘・埋⽴地等）が多く存在している。
・東北地⽅太平洋沖地震は５弱・５強の割合が約６１％、熊本地震は約２０％、能登半島地震は約４６％
であることから、マグニチュードが⼤きいほど、より⼩さな震度で液状化が発⽣している。

8680

1890 1724

注：2⽉29⽇現在



令和６年能登半島地震 K‐NET正院（珠洲市） 震度６強（M7.6）

平成２８年熊本地震 K‐NET熊本（熊本市） 震度６強（M7.3）

熊本地震と能登半島地震の地震波形の⽐較

同程度の⼤きさ（最⼤振幅約800gal）
の地震波形で⽐較した場合、熊本地
震では、液状化を発⽣させる150gal程
度以上の継続時間が10秒程度なのに
対し、能登半島地震は40秒程度と⻑
い。地震動の継続時間が液状化の被
害の拡⼤に影響した可能性。

18
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液状化対策⽅法について
今回の能登半島地震においても過去に発⽣した液状化地点で再液状化すること
が明確。液状化を防⽌するための対策は⼤きく分けて４種類。

① 地下⽔を下げる・⽔を外に逃がす（地下⽔低下⼯法／排⽔溝⼯法等）

② 地盤を変形しないようにする（格⼦状地中壁⼯法等）

③ 地盤を固くする（固結・密度増⼤⼯法／サンドコンパクションパイル
・薬液注⼊等）

④ 構造的な対策（杭基礎等）

ただし、これらの対策を⾏うには、その地域や地盤、地下⽔の状況を確認した上で
最適な対策⽅法を検討する必要あり。※複数の対策を併⽤した⾃治体の実例あり。

また、個⼈の対策は⾮常に困難（⽔道・下⽔道等のインフラ等の対策は難しく⼗分
な対策とはならない）。広域で液状化が発⽣および今後液状化が考えられる可能性
のある地域では、地域⼀体となって、国・⾃治体の⽀援制度も活⽤して対策を⾏う
のが最善策。
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おわりに

※本資料の情報は、令和6年 2⽉27⽇現在のものであり、今後の調査・精査により液状化
地点情報が変更される可能性あり。

＜今回の地震の液状化発⽣に関する特徴＞
・砂丘の後背低地部（陸側の低地部）では、多くの場所で
液状化が発⽣している。その⼀部では側⽅流動を伴う現象
が発⽣し、⼤きな被害を引き起こしている。

・震度５弱程度でも液状化の発⽣が顕著。発⽣している理由
として、液状化を発⽣させやすい地盤であること、および、
地震動の継続時間が⻑かった事が考えられる。

今後は、液状化地点をさらに調査・精査を⾏い、液状化の特
徴や液状化した総⾯積等をまとめ、より精度の⾼い液状化ハ
ザードマップ作成等を検討していきたい。


